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小・中学校の建設

45億4,877万1千円
（22.4％）

減税補てん債、一般土木事業、
福祉施設の建設事業等

市債現在高203億1,241万4千円
（ ）内は、市債総額に対する比率

5億4,135万円2千円
（2.6％）

市民１人当たりの額
163,707円
人口124,078人
（令和3年4月1日現在）

53億6,441万4千円
（26.4％）

70億2,154万円5千円
（34.6％）

文化センター等事業債 下水道の建設

18億655万3千円
（8.9％）

10億2,977万9千円
（5.1％）

349,067.44㎡ 167,293.44㎡

5億4,105万9千円

株　券

5,418万4千円 17億9,436万円

109億2,198万6千円
環境基金など

その他
（11.9％）

25億6,189万5千円
58億9,160万円
＝43.5％

国庫支出金
（20.6％）

31億2,980万1千円
101億9,864万7千円

＝30.7％

市　税
（42.2％）

124億298万3千円
209億616万円
＝59.3％

都支出金
（14.9％）
19億4,137万円
73億9,359万8千円

＝26.3％

地方消費税交付金
（5.1％）

14億2,802万2千円
24億9,800万円
＝57.2％

市債
（3.3％）
0円

16億5,530万円
＝0.0％

使用料及び手数料
（1.8％）

4億8,726万2千円
9億1,240万1千円
＝53.4％

地方特例交付金
（0.2％）

1億2,705万7千円
8,700万円
＝146.0％

民生費
（48.8%）

103億4,754万9千円
241億6,710万9千円

＝42.8%

歳出総額
185億6,151万2千円
495億4,270万6千円

＝37.5%

土木費
（7.6%）

9億8,397万8千円
37億8,162万4千円

＝26.0%

総務費
（10.6%）

16億9,779万4千円
52億6,870万5千円

＝32.2%

教育費
（8.7%）

16億9,682万3千円
42億9,418万5千円

＝39.5%
衛生費
（13.6%）
19億8,959万円
67億4,363万2千円

＝29.5%

公債費
（4.6%）

7億6,256万1千円
22億8,817万5千円

＝33.3%

消防費
（3.2%）

7億3,031万2千円
15億5,596万3千円

＝46.9%

その他
（2.9%）

3億5,290万5千円
14億4,331万3千円

＝24.5%

歳入予算額
（  ）内は、歳入予算総額に対する比率
 　  収入済額  　　　　　　＝収入率 　  予算現額

［図 A］一般会計執行状況〈歳入〉

［図B］一般会計執行状況〈歳出〉

歳出総額
（  ）内は、歳出予算総額に対する比率
　   支出済額　  　　　　　＝執行率 　  予算現額

歳入総額
220億7,839万円
495億4,270万6千円

＝44.6%

　市の財政は、皆さんから納めていただいた税金や国・都からの
補助金などで賄われています。これらがどの仕事に使われている
かを、令和３年度上半期（４月１日〜９月３０日）における予算の
執行状況を通してお知らせします。
 財政課財政係（☎０４２−３８７−９８０２）問

　９月３０日現在における予算額は、一般会計と特
別会計を合わせて総額７１１億９,２２１万２千円となっ
ています。これは当初予算６６８億１,２７８万２千円
（繰越事業費繰越財源充当額３,４７３万４千円を含
む）に、補正予算額４３億７,９４３万円を加えたもので
す。前年同期と比べ１２.５％の減となりました。
 

　道路や学校、集会施設等の公共施設の建設や改
修、少年自然の家（清里山荘）・総合体育館の運営
や委託、社会福祉、消防、ごみ処理など、市が行
う事業の大部分を賄います。総額は前年同期と比
べ１７.５％の減となっています。主な財源である市
税の収入率は、前年同期と比べ１.８ポイントの増と
なっています。また、全体の収入率は、前年同期
と比べ１２.８ポイントの減となっています。（図
Ａ、図Ｂ）
 

　各特別会計は、前年同期と比べ国民健康保険は
２.７％、介護保険は０.９％、後期高齢者医療は０.５％
の増となっています。公営企業会計は、下水道事
業が前年同期と比べ収入は３.９％、支出は６.４％の
増となっています。（表１、表２）
 

　福祉施設の建設、都市計画道路整備などのまち
づくり、小・中学校の改修、下水道事業には、多
額の資金を必要としますが、この資金の一部を国
や都・銀行などから長期にわたって借り受け、事
業に充てています。このような市の長期借入金の
ことを、市債といいます。総額は、前年同期と比
べ、３.１％の減となりました。（図Ｃ）
 

　市が保有し管理している財産には、市役所の庁
舎をはじめ、学校や集会施設などの建物や土地、
その他の物品、基金などがあります。総額は、９３１
億４,２２１万９千円で、前年同期と比べ０.２％の増と
なっています。（図Ｄ）

一 般 会 計

特別会計および公営企業会計

市　 債

市 有 財 産

妊産婦、乳幼児等への切れ目ない支援をめざすべく、国が定めた必須業務を実現するために、令
和３年２月に子育て世代包括支援センターを開設５６００２１２２６８子育て世代包括支援センターに要する経費

令和２年１０月からのロタウイルス定期接種化に伴い、接種を実施１３,２４７６８００１３,３１５ロタウイルスワクチン接種に要する経費
認可保育所（令和３年４月に３園新規開設）の運営費および３歳以上児の副食費の一部を補助７９０,９０８００９４０,７８５１,７３１,６９３民間保育所助成に要する経費
幼稚園、認可外保育施設等市の確認を受けた施設の利用に係る費用の一部を給付１６１,４０６００４９９,７７５６６１,１８１子育てのための施設等利用給付に要する経費
令和４年度の子どもの権利救済窓口設置に向け、制度設計および設置準備を実施７,８７２６９０１２７８,０６８青少年健全育成に要する経費
台風の影響により立入禁止となっていた使用区画について、東京学芸大学の協力による再開に当
たり、再整備を実施３,３８６００３,３８５６,７７１冒険遊び場事業に要する経費

５　基本構想実現のために（計画の推進）
各施設の現状を踏まえた計画的な修繕等の実施体制を具体的に計画するため、公共施設個別施設
計画を策定２２,７１２０００２２,７１２公共施設マネジメント推進に要する経費

新庁舎・（仮称）新福祉会館建設に向け、実施設計を取りまとめ、施工者選考に向けた準備を実施６,７５９１０９,７２１０５,４４０１２１,９２０新庁舎等建設に要する経費
新庁舎・（仮称）新福祉会館に合わせて情報システム基盤の再整備を実施するため、機能要件およ
び非機能要件の定義付けを行うとともに、調達仕様書作成等に着手３２,７６３０００３２,７６３電算業務に要する経費

議会運営委員会において、市民２,０００人を対象に議会活動に関するアンケート調査を実施１２,７８９０００１２,７８９議会広報及び会議録に要する経費

６　新型コロナウイルス感染症対策関連事業
新型コロナウイルス感染症の影響により、売り上げが減少している市内中小企業者等に対し、事
業継続支援給付金およびこがねい事業者応援金を支給３８９,７０７６２０４,０３２３９３,８０１商工振興に要する経費

新型コロナウイルス感染症による市民生活に及ぼす影響を軽減するため、簡素で迅速に家計への
支援を行うことを目的とした特別定額給付金および新生児特別定額給付金を給付８７,６４１００１２,３３４,７０４１２,４２２,３４５特別定額給付金給付に要する経費

新生児特別定額給付金給付に要する経費
新型コロナウイルス感染症のまん延予防のため、円滑なワクチン接種の実施に向けて必要な体制を確保０００２８,６７５２８,６７５新型コロナウイルスワクチン接種に要する経費
新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て世帯を支援するため、令和２年４月分の児
童手当支給者に対し、子育て世帯臨時特例給付金を支給０００１２４,０７７１２４,０７７子育て世帯への臨時特別給付金給付に要す

る経費
ＩＣＴ技術を活用することで、個々の児童・生徒に合わせた個別的なものへと変容させ、多様な学
びを提供するＧＩＧＡスクール構想の実現のため、児童・生徒１人につき１台の端末を整備１９２,０６０００５８９,５２３７８１,５８３教育振興に要する経費

令令和和３３年度 上半期の財政状年度　上半期の財政状況況 予算の執行状況

支出済額収入済額予算現額区分 執行率（％）収入率（％）
３８.９３,９８０,２６６４４.３４,５３９,１４９１０,２３５,５５１国民健康保険
４１.８３,６１３,７５７４６.４４,０１３,７２４８,６４２,５９８介 護 保 険
３１.０８６０,０４９４３.３１,２０１,０７４２,７７１,３５７後期高齢者医療

［表１］特別会計執行状況 （単位：千円）

下水道事業

執行済額予算現額 執行率（％）
４１.７９３３,２１４２,２３７,７８４収 入
３４.３８５３,４１１２,４８５,３７５支 出

（単位：千円）［表２］公営企業会計執行状況


